
「がん診療連携拠点病院に勤務する医師が ACP 実践において抱える困難」 
⼭⼝久美⼦ 1，坂⼝ 美和 2，辻川 真⼸ 2 
1 三重⼤学⼤学院 医学系研究科 看護学専攻 博⼠前期課程，2 三重⼤学⼤学院 医学系研究科 看護学専攻 
 
【背景】 
アドバンス・ケア・プランニング（ACP）は、患者・家族・医療者が将来の治療や療養について話し合うプロ
セスであり、QOL 向上や意思決定⽀援に寄与するとされる。しかし⽇本では ACP の認知度が低く、医療者・患
者双⽅に障壁が存在する。特に ACP の導⼊の中⼼となる医師が、実際にどのような困難を抱えているかは⼗分
に明らかではない。 
【⽬的】 
がん診療連携拠点病院に勤務する医師が、ACP の実践において感じている困難を明らかにする。 
【⽅法】 
がん診療連携拠点病院に勤務する医師の中で、ACP を⽇常的に実践していると緩和ケアチームから推薦された
医師 10 名を対象に、各 1 回の半構造化⾯接を実施。ACP を実施してうまくいった事例、上⼿くいかなかった事
例をもとに、ACP 実施における困難感を語ってもらった。得られた逐語録を質的内容分析により解析した。 
【結果】 
医師は 13−26 年⽬、おおよそ 40 才台。 
医師が ACP 実践で感じる困難として、以下の 6 つの⼤カテゴリーが抽出された（表 2 参照）。 

1. 患者のレディネス不⾜ 
 死に関する話題がタブー視され、意向が語られにくい／ACP を話す時期・議題が整わない。 

2. 医療者のレディネス不⾜ 
 患者への話の切り出しに迷う、スキル不⾜、他医療者の ACP の認識が低い 

3. コミュニケーションの齟齬 
 医師・患者・家族の認識の不⼀致、情報の受け取りのズレ、家族との話し合い機会の不整合。 

4. ACP の評価指標の⽋如 
 ACP が「うまくいったか」を判断できず、最期まで⾒届けないと評価できないという負担。 

5. 職業倫理とのジレンマ 
 患者の意向を尊重するほど治療選択が制限され、医師としての倫理観との葛藤が⽣じる。 

6. 医療・社会システムの不備 
 マンパワー不⾜、チーム体制の限界、⽇本特有の“⾃分の意向を⾔語化しにくい傾向”による障壁。 

【考察】 
ACP の実施には患者・医療者双⽅のレディネス不⾜が⼤きく影響し、そこからコミュニケーションの齟齬や協
働の難しさが⽣じていた。⽇本では死を語る⽂化的ハードルや受動的意思決定が根強く、ACP の導⼊がより困
難になっている。反⾯で、医療者は ACP を“伝える”ことにとどまりやすく、対話として成⽴しにくい状況がみ
られた。 
また、マンパワー不⾜や制度的制約により、医師が孤⽴して ACP を担わざるを得ない構造が困難を増⼤させて
いる。ACP は本来チームで⾏うべきプロセスであり、多職種でプロセスや価値観を共有する仕組みづくりが求
められる。 
【結論】 

• 医師は ACP 実践において 6 つの⼤きな困難に直⾯していた。 
• ⽇本⽂化・医療体制に適した ACP のあり⽅を再検討する必要がある。 
• 多職種で ACP を⾏う体制は、患者⽀援だけでなく医療者同⼠の⽀えにもつながる。 


